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令
和
７
年
度
税
制
改
正
の
法
令・通
達
を
確
認

リ
ー
ス
税
制
見
直
し
の

税
効
果
会
計
への
影
響

序章
【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
旧
リ
ー
ス
会
計
基
準
と
改
正
前
法
人
税

の
適
用
に
お
い
て
は
、一
定
の
取
引
の
場

合
を
除
き
、企
業
会
計
と
法
人
税
の
計

算
規
定
の
大
き
な
不
一
致（
税
会
不
一

致
）は
な
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

●
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
で
採
用
さ
れ
た
借

手
に
係
る
単
一
の
会
計
処
理
モ
デ
ル
に

対
し
て
、法
人
税
で
は
従
前
ど
お
り
借

手
に
お
け
る
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ・リ
ー

ス（
賃
貸
借
取
引
）と
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス・

リ
ー
ス（
リ
ー
ス
取
引
）と
の
区
分
が
維

持
さ
れ
た
た
め
、税
効
果
会
計
の
適
用

に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

●
旧
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
第
２
法
の
廃
止

に
合
わ
せ
て
法
人
税
の
リ
ー
ス
譲
渡
の

規
定
も
廃
止
さ
れ
た
が
、経
過
措
置
の

適
用
に
お
い
て
税
効
果
会
計
の
適
用
と

な
る
場
合
に
は
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

●
リ
ー
ス
の
識
別
等
の
新
リ
ー
ス
会
計
基

準
で
の
新
た
な
規
定
に
つ
い
て
は
、法
人

税
に
お
い
て
も
当
該
取
扱
い
を
受
け
入

れ
る
こ
と
が
改
正
通
達
に
お
い
て
明
記

さ
れ
た
。

　
　
　

は
じ
め
に

２
０
２
４
年
９
月
13
日
に
企
業
会
計
基

準
34
号「
リ
ー
ス
に
関
す
る
会
計
基
準
」

（
以
下
、「
基
準
」と
い
う
）、
お
よ
び
企
業

会
計
基
準
適
用
指
針
33
号「
リ
ー
ス
に
関

す
る
会
計
基
準
の
適
用
指
針
」（
以
下
、「
指

針
」と
い
う
。
以
下
、
あ
わ
せ
て「
新
リ
ー

ス
会
計
基
準
」と
い
う
）が
公
表
さ
れ（
い

ず
れ
も
２
０
２
５
年
４
月
23
日
に
修
正
）、

２
０
２
７
年
４
月
１
日
以
後
開
始
す
る
連

結
会
計
年
度
お
よ
び
事
業
年
度
の
期
首
か

ら
強
制
適
用（
２
０
２
５
年
４
月
１
日
以

後
開
始
す
る
連
結
会
計
年
度
お
よ
び
事
業

年
度
の
期
首
か
ら
早
期
適
用
）さ
れ
る
。

新
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
適
用
に
伴
い
、

令
和
７
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
法
人

税
等（
法
人
税
、
消
費
税
、
地
方
税
）の

改
正
が
行
わ
れ（
２
０
２
５
年
３
月
31

日
に
法
律
お
よ
び
関
連
政
省
令
公
布
）、

２
０
２
５
年
６
月
30
日
に
改
正
法
人
税
基

本
通
達（
以
下
、「
改
正
通
達
」と
い
う
）お

よ
び
改
正
消
費
税
法
基
本
通
達
が
発
遣
さ

れ
た
。

令
和
７
年
度
税
制
改
正
前
の
法
人
税

（
以
下
、「
改
正
前
法
人
税
」と
い
う
）に
お

い
て
は
、
現
行
の
リ
ー
ス
会
計
基
準（ 

企

業
会
計
基
準
13
号「
リ
ー
ス
取
引
に
関
す

る
会
計
基
準
」お
よ
び
企
業
会
計
基
準
適

用
指
針
16
号「
リ
ー
ス
取
引
に
関
す
る
会

計
基
準
の
適
用
指
針
」、
以
下
、
あ
わ
せ

て「
旧
リ
ー
ス
会
計
基
準
」と
い
う
）に
お

け
る
、
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
と
オ
ペ

レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
リ
ー
ス
の
借
手
と
貸
手

の
会
計
処
理
に
基
づ
く
取
扱
い
が
さ
れ
て

お
り
、
フ
リ
ー
レ
ン
ト
の
借
手
の
処
理
や

一
部
の
セ
ー
ル
・
ア
ン
ド
・
リ
ー
ス
バ
ッ

ク
取
引
お
よ
び
リ
ー
ス
譲
渡
の
特
例（
旧

法
法
63
②
）を
適
用
す
る
場
合
等
を
除
け

ば
、
企
業
会
計
と
法
人
税
の
計
算
規
定
の

大
き
な
不
一
致（
以
下
、「
税
会
不
一
致
」と

い
う
）は
な
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

令
和
７
年
度
税
制
改
正
で
は
、
税
会
不

一
致
を
回
避
す
べ
く
改
正
が
行
わ
れ
て
い

る
一
方
で
、
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
リ
ー

ス
の
借
手
の
処
理
に
つ
い
て
は
従
前
の
賃

貸
借
処
理
を
維
持
す
る
こ
と
と
し
た
結

果
、
法
人
税
の
申
告
調
整
が
必
要
と
さ
れ

る
。な

お
、
令
和
７
年
度
税
制
改
正
に
お
い

て
見
直
し
が
行
わ
れ
て
い
な
い
項
目
の
な

か
に
は
、
一
部
の
セ
ー
ル
・
ア
ン
ド
・
リ
ー

ス
バ
ッ
ク
取
引
の
よ
う
に
、
税
効
果
会
計

の
適
用
と
な
る
も
の
も
あ
る
と
考
え
ら
れ

る
が
、
本
特
集
で
は
令
和
７
年
度
税
制
改

正
に
係
る
項
目
を
中
心
に
、
新
リ
ー
ス
会

計
基
準
の
適
用
に
よ
る
税
効
果
会
計
の
処

理
の
解
説
を
行
う
。

文
中
の
意
見
に
わ
た
る
部
分
は
筆
者
の

私
見
で
あ
り
、
Ｐ
ｗ
Ｃ
税
理
士
法
人
お
よ

び
Ｐ
ｗ
Ｃ 

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
有
限
責
任
監
査

法
人
の
見
解
を
示
す
も
の
で
は
な
い
こ
と

を
あ
ら
か
じ
め
申
し
添
え
る
。


